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○大府市議会議員政治倫理条例施行規程 

 

平成24年６月28日 

平成24年大府市議会規程第１号 

 

（趣旨） 

第１条 この規程は、大府市議会議員政治倫理条例（平成24年大府市条例第16号。以下「条

例」という。）第16条の規定に基づき、条例の施行に関し、必要な事項を定めるものと

する。 

（実質的な経営の範囲等） 

第２条 条例第３条第６号に規定する「実質的に経営に加わっている」とは、次の各号の

いずれかに該当するものをいう。 

(１) 議員が資本金又はこれに準ずるものの２分の１以上を出資しているもの 

(２) 議員が継続的又は反復的に報酬又は顧問料の給付を受けているもの 

(３) 議員がその経営方針の決定に積極的に関与していると認められるもの 

２ 条例第３条第６号に規定する「企業等」とは、法人その他の団体及び組織をいい、営

利又は非営利の目的を問わない。 

（審査請求の手続等） 

第３条 条例第４条に規定する審査の請求（以下「審査請求」という。）は、次の各号に掲

げる区分に応じ、当該各号に定める請求書（以下「審査請求書」という。）により行う。 

(１) 市民による審査請求 政治倫理基準違反審査請求書（市民用）（第１号様式） 

(２) 議員による審査請求 政治倫理基準違反審査請求書（議員用）（第２号様式） 

２ 条例第４条に規定する市民による審査請求の連署は、審査請求署名簿（第３号様式。

以下「署名簿」という。）に、政治倫理基準違反審査請求書（市民用）の写しを付して

求めなければならない。 

３ 署名簿において、次に定める事項を欠く署名は、これを無効とする。 

(１) 署名年月日 

(２) 住所 

(３) 氏名 

(４) 生年月日 

(５) 押印（自署によらない場合に限る。） 

４ 条例第４条第１号に規定する議員の選挙権を有する者の総数の50分の１の数は、審査

請求のあった日の直近に行われた地方自治法（昭和22年法律第67号）第74条第５項の規

定による告示の数とする。 

（選挙権を有する者の確認） 

第４条 署名簿に署名を行った者が議員の選挙権を有する者であるか確認するため、住民

基本台帳法（昭和42年法律第81号）第12条の２の規定に基づき、議会が市長に対し、同

法第７条第９号に規定する事項が記載された住民票記載事項証明書の交付を請求する。 
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（審査会設置の可否の通知） 

第５条 議長は、条例第５条第１項に規定する大府市議会議員政治倫理審査会の設置の可

否を決定したときは、速やかに、審査請求の代表者及び対象となる議員（以下「対象議

員」という。）に対し、その旨を通知する。 

２ 前項の規定による通知は、大府市議会議員政治倫理審査会設置可否決定通知書（第４

号様式）により行う。 

 （審査請求の却下の通知） 

第６条 議長は、条例第９条第２項の規定により却下の報告を受けたときは、速やかに、

審査請求の代表者及び対象議員に対し、その旨を通知する。 

２ 前項の規定による通知は、審査請求却下通知書（第５号様式）により行う。 

（審査結果の報告） 

第７条 条例第10条の規定による報告は、審査結果報告書（第６号様式）により行う。 

（審査結果の通知） 

第８条 条例第11条の規定による通知は、審査結果通知書（第７号様式）により行う。 

（公表の方法） 

第９条 条例第13条に規定する公表の方法は、次のいずれかとする。 

(１) おおぶ議会だよりに掲載する方法 

(２) インターネットを利用して閲覧に供する方法 

(３) その他議長が適当と認める方法 

（委任） 

第10条 この規程に定めるもののほか、必要な事項は、議長が別に定める。 

 

附 則 

この規程は、大府市議会議員政治倫理条例（平成24年大府市条例第16号）の施行の日か

ら施行する。 

附 則（平成28年３月25日大府市議会規程第１号） 

この規程は、平成28年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年９月３日大府市議会規程第３号） 

この規程は、令和３年９月３日から施行する。 

 


